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（３）施設計画とスケジュールの調査 
本調査は、当初「基本計画書」の策定を目指し検討を進めてきましたが、計画延伸に合わせて「調査報

告書」としてまとめることになりました。 

「施設計画とスケジュールの調査」における配置計画、建物計画、スケジュールについては、あくまで

現時点で想定できるケースであり、将来改めて検討を行うときには、再度、条件整理などを見直して比較

検討を進める必要があります。 

 
① 配置計画における建物ボリュームの調査（現用地、泉町候補地） 

 

［現用地］ 
 

● 既存建物、既存樹木との関係 

現用地内には、本庁舎を除き現在使用している既存庁舎棟（仮設庁舎を含む）があり、現用地での建

替においては、これら既存庁舎棟を残しながら建物計画、工事を進めることが必要です。 
また、敷地内には生長した既存樹木があり、これらを残した配置計画について今後検討していくこと

が必要です。 

 

● 建物階数と屋外土地利用 

建物階数はおおまかに３ケースが考えられます。 

・３階建のケース：本庁舎の地上階数 3階であるため 

・４階建のケース：「国分寺市まちづくり条例」一般基準 20ｍの範囲に準じたもの 

・５階建のケース：     〃       特例基準 25ｍの範囲に準じたもの 

これら３ケースを実際に配置することにより、屋外の土地利用の余裕の度合いが伺えます。特に駐車

場計画においては、建物ボリュームなどにより必要台数や、地下駐車場などを検討する必要があります。 

 

● 周辺道路の整備状況 

敷地の西側には南北に通る都市計画道路が接しており、道路用地として敷地の一部を供出することに

なります。 

また、北東側の道路は、一部の幅員が４ｍ未満であり（狭隘道路）、建築基準法の規定により、庁舎建

設に際して幅員４ｍとするための道路用地を供出することが必要となります。 

以上のような、敷地形状の変更はありますが、それによる計画への影響は少ないと考えられます。 

 

● 消防署の配置 

将来も敷地面積、敷地形状に変更がないと判断し、本調査では消防署までの配置検討はおこなわず、

もう少し具体的な計画段階に入った中で検討していくこととします。 

 

［泉町候補地］ 

 

● 階数別建物ボリューム（駐車場を含む）から必要な敷地面積を調査 

泉町候補地は、まだ敷地面積を決める前の段階であり、必要な敷地面積がどの程度かを、建物ボリュ

ームの調査により、おおよそ把握します。 

したがって、法的条件の制限を考慮しつつ、階数別（３～５階）と、敷地面積別（8000～14000㎡）

による建物ボリュームの整理をすることとします。 

尚、建物ボリュームの調査では、以下の

条件で行うこととします。 
・１階は市民の窓口を想定し、１階床

面積を 3,500㎡以上（数値の根拠は

平成 18年度策定の「庁舎建設に関す

る事前調査報告書」のゾーニングの

検討より）として整理します。 

・地下１階には倉庫 600㎡、設備室等

300㎡、その他共用100㎡を想定し、

地下１階床面積の合計を 1,000㎡と

して整理します。 

・駐車場台数は、現在の庁舎にある駐

車場台数と同じ 131台で整理します。

現時点では全て自走式を基本とし、

屋外に設けられない場合は、地下１

階に配置することとします。 

 

● 消防署用地との関係の調査 

消防署用地が隣接する場合、前記の項目などを含め、計画全体に大きな影響を与えます。消防車の出

入口を想定した２ケースを基に、実際に配置することにより整理することとします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上を踏まえ、次頁から建物ボリュームパターン【本編 20～23頁参照】の調査を行いました。又、建物

ボリュームの中から、現用地、泉町候補地から各１案ではありますが建物計画をイメージ【本編 24、25

頁参照】します。あくまで参考であり、将来改めて検討を行うときには、再度、条件整理などを見直して

検討を進める必要があります。 
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（４）新庁舎建設に係わる事業方式（ＰＦＩ等導入可能性）の調査 

① 事業手法の種類など 

主な事業手法の種類を以下に列記します。施工者選定方式などを含めて考えていくと多様な手法が

考えられますが、一つ手法を用いれば他の手法が使えないわけでなく、例えば業務分離発注方式に対

しＶＥ方式を用いることは可能です。 

本調査の目的は、ＰＦＩ方式の可能性を調査しつつ、従来方式（業務分離発注方式）との比較調査

を行うものです。 

 

● 主な事業手法の種類 

①「業務分離発注方式」  

②「設計・施工一括発注方式」 

（ＤＢ方式） 

 

③「設計・施工・管理一括発注方式」 

（ＤＢＯ方式） 

 

④「ＰＦＩ方式」 ・サービス購入型／独立採算型／ミックス型 

・ＢＴＯ／ＢＯＴ／ＢＯＯなど 

⑤ その他 

 

・公設公営方式 

・公設民営方式 

・第３セクター方式 

・土地信託方式 

・ＤＢＭ方式 

・ＤＢＯ方式 

 

● 上記事業手法以外のもの（上記との組合せ） 

⑤「ＶＥ方式」 ・設計ＶＥ方式 

・入札時ＶＥ方式 

・契約後ＶＥ方式 

⑥「ＣＭ方式」 ・分離発注 

 

●設計者・施工者選定方式 

○ 設計者選定方式 

① 特命方式 

② 設計競技（コンペ）方式 

③ 技術提案（プロポーザル）方式 

④ 資質評価（ＱＢＳ）方式 

⑤ 競争入札方式 

○ 施工者選定方式 

⑥ 一般競争入札方式  

⑦ 技術提案型競争入札方式 ・入札時ＶＥ方式 

⑧ 技術提案型総合評価方式 ・総合評価落札方式 

○ 施工段階による発注方式 

⑨ 一括発注 

⑩ 分離発注 

 

● 事業手法の説明 
［ＰＦＩ方式］                           参考：「内閣府ＨＰ」より 

ＰＦＩ（Private Finance Initiative：プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）」とは、公共

施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う手法です。 

民間の資金、経営能力、技術的能力を活用することにより、国や地方公共団体等が直接実施するより

も効率的かつ効果的に公共サービスを提供できる事業について、ＰＦＩ手法を選択している事例があり

ます。 

我が国では、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」(ＰＦＩ法)が平成

11 年 7 月に制定され、平成 12 年 3 月にＰＦＩの理念とその実現のための方法を示す「基本方針」が、

民間資金等活用事業推進委員会（ＰＦＩ推進委員会）を経て、内閣総理大臣によって策定され、ＰＦＩ

事業の枠組みが設けられています。 

英国など海外では、既にＰＦＩ方式による公共サービスの提供が実施されており、有料橋、鉄道、病

院、学校などの公共施設等の整備等、再開発などの分野で成果を収めています。 

 

［デザインビルド方式 （略称：ＤＢ方式）］        参考：「北のデザインビルド研究会ＨＰ」より 

設計施工一括発注方式とも言います。 

建設業者、設計事務所、商社、その他異業種企業などが組むコンソーシアム（企業連合）に、一括で

設計・施工を発注できる方式です。 

公共事業の事業者選定は、設計・施工の分離が原則ですが、高度または特殊な技術を要していて設計・

施工の技術が一体で開発されるなどにより、個々が有する特別な設計・施工技術を一括して採用するこ

とが適当と判断する工事に採用されています。 

 

［デザインビルドオペレーター方式 （略称：ＤＢＯ方式）］ 

ＤＢＯ方式とは、ＰＦＩ方式の事業方式の一つで、公共が資金調達を負担し、設計・建設、運営を民

間に委託する方式のことです。 

民間の提供するサービスに応じて公共が料金を支払うことになります。 

 

［バリューエンジニアリング方式 （略称：ＶＥ方式）］参考：「社団法人日本バリューエンジニアリング協会ＨＰ」より 

ＶＥ（Value Engineering）とは、製品やサービスの「価値」を、それが果たすべき「機能」とそのた

めにかける「コスト」との関係で把握し、 システム化された手順によって「価値」の向上をはかる手法

です。 

ＶＥは、1947 年米国ＧＥ社のＬ.Ｄ.マイルズ氏によって開発され、1960年頃わが国に導入された。 当

初は製造メーカーの資材部門に導入され、そのコスト低減の成果の大きさが注目されました。その後、 企

画、開発、設計、製造、物流、事務、サービスなどへと適用範囲が広がるとともに、あらゆる業種で活

用されるようになり、 顧客満足の高い、価値ある新製品の開発、既存製品の改善、業務の改善、さらに

小集団活動にも導入され、 企業体質の強化と収益力の増強に役立っています。 

 

［ＣＭ方式］                             参考：「国土交通省ＨＰ」より 

ＣＭ方式とは、「建設生産・管理システム」の一つであり、発注者の補助者・代行者であるＣＭＲ（ｺ

ﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）が、技術的な中立性を保ちつつ発注者の側に立って、設計の検討や工事発注方式の

検討、工程管理、コスト管理などの各種マネジメント業務の全部又は一部を行うものです。 

我が国では、従来、一括発注方式が多用されており、施工に関するマネジメント業務は主に元請業者

（総合工事業者）が担ってきました。ＣＭ方式は一括発注方式と比べると、発注者が抱えるリスクは大

きくなるものの、コスト構成などの透明化が進むといわれています。 
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「民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実

施に関する基本方針」（平成 12年 3月 13日公表）の５原則３主義 

 

「ＰＦＩ」概略説明資料 

１）ＰＦＩとは 

・ＰＦＩとは、公共サービスの「調達手法」です。

「公共サービス」とは、公共施設等の整備とそ

の施設等から住民に提供される行政サービス全

体を指します。 

・ＰＦＩは、公共施設等の整備とその維持管理、

運営を一体的かつ長期的に亘って民間にゆだね

るため、事業の計画段階から終了までの事業期

間全体のライフサイクルコストの縮減が図られ

るとともに、公共サービスの質の向上が期待で

きます。 

 

２）ＰＦＩの基本的枠組み 

・ＰＦＩでは、従来、公共セクターが利用者に直接提供していた公共サービスを、公共に代わってＰＦ

Ｉ事業者が提供します。 

［ＰＦＩ事業の基本的イメージ］                   ［ＰＦＩ事業の参加者］ 

   

 

３）ＰＦＩの事業形態等その１ 

・ＰＦＩの事業類型は、事業に対する「公共セク

ター側の関与の仕方」によって分類されます。 

 

 

 

 

 

 

４）ＰＦＩの事業形態等その２ 

・事業類型以外に、事業資産の所有形態からみた

分類があります。 

 

 

 

５）ＶＦＭとは  （註：ＶＦＭとは Value for Money の略。） 

・ＶＦＭは、ＰＦＩを推進するにあたり重要な意味をもちます。ＰＦＩで用いるＶＦＭは、「税金の投入

に対して得られる価格を最大化する」ことです。（最もお買い得な公共サービスに税金を使おうという

もの） 

・国の「ＶＦＭに関するガイドライン」では、ＶＦＭを下枠のように定義しています。 

つまり、従来型の手法を用いて公共サービ

スを調達する場合に比べて、ＰＦＩ事業に

よる調達が右記のいずれかを満たすと考え

られる場合、ＰＦＩを用いてその事業を実

施（ＰＦＩで公共サービスを調達）する意

義があると言えます。 

・初期投資（建設費）だけに着目してもＶＦＭは発生しません。その鍵は、性能発注、競争原理、ライ

フサイクルコストというキーワードにあります。ＰＦＩ方式により民間にゆだねる方が、公共が行っ

た場合より効率的なときに、ＶＦＭが発生します。 

［ＶＦＭが発生するための条件］ 

 

６）ＰＳＣとＰＦＩのＬＣＣ  （註：ＰＳＣとは Public Sector Comparator の略。） 

・従来型の公共サービスによるコスト（ＰＳＣ）と、ＰＦＩで実施した場合のコストをライフサイクル

（＝ＰＦＩ事業の事業契約期間）で比較するために、これら２つの指標を算出します。これらはＶＦ

Ｍの算定の基礎となります。 

ＶＦＭ ＝ ＰＳＣ － ＰＦＩのＬＣＣ 

 

・ＰＳＣは、国や地方公共団体が、従来型の手法で公共サービスを提供した場合の総コストを指します。 

・ＰＦＩのＬＣＣ（ライフサイクルコスト）は、対象とする公共サービスの提供をＰＦＩ事業として民

間事業者が実施した場合のコストを示します。 

・尚、どちらもサービス水準は同一として算出します。 

［ＰＳＣとＰＦＩのＬＣＣ］ 

 

［ＰＦＩの事業類型］ 

 

［ＰＦＩの事業資産の所有形態からみた分類］ 

 

ある公共サービスの調達に関して、次のような場合

に「ＶＦＭがある」と言う。 

 

・同水準のサービス提供で価格の安い場合 

・価格が同等でより質の高いサービスを提供する場合 
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本調査は、当初「基本計画書」の策定を目指し検討を進めてきましたが、新庁舎建設計画延伸により

「調査報告書」としてまとめることになりました。 

以下の②事業手法の特徴、③事業手法別によるスケジュール、④事業手法の比較と評価（次頁）につ

いては、事業手法別の評価・比較を行ったものであり、平成 19 年第４回定例会（平成 19 年 12 月「庁

舎建設特別委員会」）に提出した資料の一つです。したがって、将来改めて検討を行うときには、再度、

条件整理などを見直して進める必要があります。 

 

② 事業手法の特徴 

  

業務分離発注方

式 

（従来方式） 

 

ＰＦＩ方式 

 

設計施工一括発

注方式 

（ＤＢ方式） 

 

設計施工管理一

括発注方式 

（ＤＢＯ方式） 

 

資金調達 

 

 

市 

 

民間事業者 

 

市 

 

市 

 

施 設

の 所

有 

建 設

中 

 

市 民間事業者 市 市 

供 用

後 

 

市 市又は民間事業

者 

市 市 

 

発注方式 

 

 

※１ 仕様発注  

 

※２ 性能発注  

 

※２ 性能発注 

 

※２ 性能発注 

 

契約形態 

 

分割契約 

（設計、建設、維持

管理） 

 

包括的一括契約 

（設計、建設、維持

管理） 

 

設計施工一括契約 

 

包括的一括契約 

（設計施工一括契

約 

＋維持管理委託契

約） 

 

契約期間 

 

 

単年度契約 

 

長期間契約 

 

年度契約 

 

長期間契約 

 

実施主体 

 

 

各業務は別主体 

 

全業務が同一主体 

 

設計・建設は同一主

体 

（維持管理は別主

体） 

 

全業務が同一主体 

※１ 仕様発注：公共側が施設の詳細設計図を策定し、定められた仕様に基づき民間へ委託する発注方法

で、質に関する民間事業者の役割は公共側が作成した仕様通りに施設の建設等を行うこ

と。 

※２ 性能発注：発注者が求めるサービス水準を明らかにし、事業者が満たすべき水準の詳細を規定した

発注方法で、どれだけの質の施設やサービスが実現されるかは民間事業者が考える詳細

仕様によって決まるところが多い。 （ＰＦＩ事業などについては仕様発注よりも性能

発注の方が「民間の創意工夫の発揮」を実現しやすくなる。） 

 

③ 事業手法別によるスケジュール 
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④ 事業手法の比較と評価                                                  

 業務分離発注方

式 

（従来方式） 

ＰＦＩ方式 

 

設計施工一括発

注方式 

（ＤＢ方式） 

設計施工管理一括発

注方式 

（ＤＢＯ方式） 

１コストの圧

縮 

       

①資金調達 

 

単年度での資金調

達が必要 
 

○ 割賦払い返済で

平準化が可能 

―

 

単年度での資金

調達が必要 
 

○ 単年度での資金

調達が必要 
・ただし、管理運

営での複数年契

約も考えられる 

 

②事業費縮

減 

 

ＶＥ手法などによ

る事業費縮減は可

能である 
 

 

△ 民間事業者の参

入意欲が感じら

れず競争入札で

の事業費縮減化

において懸念が

ある（ただし総

合的な事業費縮

減は期待でき

る） 

 

・｢建設費｣と｢維持

管理費｣を見据

えた事業費縮減

が期待できる。 

 

○

 

ある程度の事業

費縮減が期待で

きる 

 

・｢建設費」を見据

えた事業費縮減

が期待できる。 

○

 

総合的な事業費

縮減が期待でき

る 
 

・｢建設費｣と｢維持

管理費｣を見据

えた事業費縮減

が期待できる。 

 

２建設期間 

 

現時点では、スケ

ジュールに余裕が

ある 
 

 

△ 

 

現時点では、ス

ケジュールにあ

まり余裕はない 
 

・ＤＢＯ方式など

に比べ、法的制

度での手続きが

必要である。 

 

△ 

 

現時点では、ス

ケジュールにあ

る程度の余裕が

ある 
 

△ 

 

現時点では、ス

ケジュールにあ

まり余裕はない 
 

・ＰＦＩのような

法的手続きがな

く、工夫はでき

る。 

 

３市のコンセ

プトの設計

への反映 

 

計画、設計に反映

できる 
 

 

・施工者決定までに

充分な時間がとれ

る。 

△ 

 

短期間で計画

（設計）を創る

必要がある 
 

・ＰＦＩ手続きの

前までに、計画

条件を確定させ

る必要がある。 

―

 

事前に設計を行

うことにより反

映はできる 

―

 

事前に設計を行

うことにより反

映はできる 

 

４民間事業者

の意欲 

受注意欲はある △ 

 

参入意欲はあま

り感じられない 
 

・民間事業者側は

管理、運営面で

リスクを感じて

いる。 

 

―

 

受注意欲は感じ

られる 

 

・実績は少ないが、

公の建設・所有

のため民間事業

者にとってはＰ

ＦＩよりリスク

が少ないと考え

ている。 

○ 受注意欲はより

感じられる 

 

・ＤＢに管理が業

務範囲に加わる

ため、受注意欲

はより積極的に

な る と思 わ れ

る。 

註）○，―，△：従来方式である業務分離発注方式と他の手法を比較した場合の優劣（やや優○、同程度

―、やや劣△） 
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（５）財政計画の調査 

本財政計画は，平成 19 年第４回定例議会（平成 19 年 12 月「庁舎建設特別委員会」）に提出した

資料をもとに作成した財政計画の比較です。 

 

 

 

① 庁舎建設の計画概要（財政計画を視点にした） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 庁舎財政計画に用いた庁舎用地関係の基礎数値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本調査は、当初「基本計画書」の策定を目指し検討を進めてきましたが、新庁舎建設計画延伸により

「調査報告書」としてまとめることになりました。 

したがって、将来改めて検討を行うときには、再度、条件整理などを見直して比較検討を進める必要

があります。 

 

③ 庁舎財政計画に用いた庁舎建設費関係の基礎数値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 庁舎財政計画の策定上の設定条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現用地に建替えした場合 泉町（都有地）に移転した場合

計画の目的

計画スケジュール

計画の場所 現在の場所…敷地面積10,899.48㎡ 泉町都有地…予定面積14,350㎡（18年度事前調査）

計画の規模 地上5階地下1階　延床面積14,469㎡（18年度事前調査） 地上5階地下1階　延床面積14,446㎡（18年度事前調査）

■用地費がかからない。 ■多額の用地費がかかる。

■現庁舎に制約されるため、設計の自由度が低い。 ■更地であることから、設計の自由度が高い。

■工事の安全性に課題がある。 ■工事の安全性の確保が容易である。

■建設コストが高くなる可能性がある。 ■建設コストが低くなる可能性がある。

■周辺住宅地に隣接しているため、配慮が必要である。 ■地下水への影響など環境の配慮が必要である。

■現庁舎の土地利用計画を策定する必要がある。

計画の手法
■①業務分離発注方式（従来方式）②設計施行一括発注方式（ＤＢ方式）③設計施行管理一括発注方式（ＤＢＯ方式）④ＰＦＩ方式のう
ちから今後選定する。

計画の事業費

計画の主体
■国分寺市が計画及び事業の主体となる。

■設計・建設・維持管理の事業者は手法によって異なるが、事業効果は市民全体のサービス提供に及ぶものである。

■仮移転庁舎のリース期間が平成24年度であるため、平成24年度には新庁舎が完成し、平成25年度には共用開始できるスケジュールで計
画を進める。

■設計・本体工事・外溝・解体工事…5,077,800千円（18年度事前
調査）
■用地費…借地部分（889.40㎡）は将来買収。

■設計・本体工事・外溝・解体工事…5,148,900千円（18年度事前
調査）
■現庁舎用地借地部分（889.40㎡）は将来買収。
■都有地…14,350㎡(今後の検討によって変化)の取得の必要があ
る。

計画の評価

■場所の比較検討については、別途詳細な資料により検討を進める。

■庁舎の建替えを契機に、その機能を再検討し、庁舎を「国分寺づくりを総合的に推進するための拠点」として整備する。

計画の理由
■現庁舎の耐震診断の結果、震災時の危険性が指摘されたので、耐震性のある庁舎を建設する。
■昭和38年建設であるため、耐震性だけでなく市民サービスの向上のためにも早期に建替えをする。

面積(㎡)
買収・試算額

(千円)
売却・試算額

(千円)

①市所有の土地 10,144.18 10,161.15
事前調査は求積表の作成による。財政フレームに用いた数値は、決算
書計上の実測面積。
①+②-③の売却・資産額　43.1万円×10,899.48㎡=4,697,676千円

②賃貸借している土地 883.73 889.40 400,230
面積の差額は、従前の野菜売り場部分。
買収・試算額　　45万円×889.40㎡=400,230千円

③都市計画道路用地 151.07 151.07 57,708
都市計画道路3・2・8号線の事業計画に係る用地
売却・試算額 38.2万円×151.07㎡=57,708千円

④建設対象の土地
　　　(①＋②-③)

10,876.84 10,899.48 400,230 4,755,384

20年の定期借地　1,200円×10,899.48㎡×12月×20年=3,139,050千円
1年間の賃借料…156,952千円

20年の定期借地　1,200円×9,809.53㎡×12月×20年=2,825,145千円
1年間の賃借料…141,257千円

20年の定期借地　1,200円×8,719.58㎡×12月×20年=2,511,239千円
1年間の賃借料…125,562千円

時価買収 1/2軽減買収

14,350.00 14,350.00 6,457,500 3,228,750
時価買収…45万円×14350㎡=6,457,500千円
軽減買収…45万円×14350㎡×1/2=3,228,750千円

泉町(都有地)の土地

18年度事前調査

財政フレーム試算

説　　明
面積(㎡)

買収・試算額(千円)

説　　明

現
庁
舎
用
地

4,697,676

①+②=10,899.48㎡全部を土地活用した場合の賃借料 3,139,050

①+②=10,899.48㎡の9割を土地活用した場合の賃借料
1,089.95㎡は公共用地として活用

2,825,145

①+②=10,899.48㎡の8割を土地活用した場合の賃借料
2,179.90㎡は公共用地として活用

2,511,239

18年度事前調査

財政フレーム試算

項目 金額 備考 項目 金額 備考

設計・工事監理委託 257,481 設計・工事監理委託 260,292

新庁舎建設工事 4,276,277 新庁舎建設工事 4,287,315

外溝工事 182,489 外溝工事 236,353

旧庁舎解体工事 119,760 旧庁舎解体工事 119,760

小計 4,836,007 小計 4,903,720

合計（税込み） 5,077,807 合計（税込み） 5,148,906

庁舎建設事前調査委託 2,310
平成18年度

実施
庁舎建設事前調査委託 2,310

平成18年度
実施

ＰＦＩ等導入可能性調査・基本計画
策定業務委託

8,936
平成19～20年度

実施
ＰＦＩ等導入可能性調査・基本計画
策定業務委託

8,936
平成19～20年度

実施

庁舎機能検討支援業務委託 14,000
平成20～22年度

実施予定
庁舎機能検討支援業務委託 14,000

平成20～22年度
実施予定

設計・工事発注支援業務委託 20,000
平成21～22年度

実施予定
設計・工事発注支援業務委託 20,000

平成21～22年度
実施予定

埋蔵文化財発掘調査費 142,000
平成21～23年度

実施予定

都市再生整備計画策定委託 5,000
平成20年度
実施予定

現庁舎用地土地利用計画策定委託 30,000
平成20～22年度

実施予定

合計（税込み） 45,246 合計（税込み） 222,246

5,123,053 5,371,152

建設費

（1）現用地に建替える場合 （2）泉町（都有地）に移転する場合

平成18年度事前
調査による事業
費であり、今後
の計画策定に
よって変化す
る。

平成18年度事前
調査による事業
費であり、今後
の計画策定に
よって変化す
る。

建設費

総合計 総合計

計画
策定費

計画
策定費

設定条件① 設定条件② 設定条件③
想定される財政

計画
総事業費

（単位：百万円）
特　　徴

Aプラン 約５，５２３

■用地買収費が不要のため、財政計画に与える影響が
小さい。
■工事工程・安全対策などで建設費のコストが上昇す
る可能性がある。

ア現庁舎用地を一
括売却した場合

Bプラン 約１２，２３０

■用地買収費が多額になり、買収・売却の差額が財政
フレームに影響を与える。
■現庁舎用地の一括売却には、土地活用の面で大きな
課題がある。
■建設費のコストは軽減できる可能性がある。

イ現庁舎用地の土
地活用をした場合

Cプラン 約１２，２３０

■用地買収費が多額になり、買収費と土地賃借料の差
額が財政フレームに大きな影響を与える。
■現庁舎用地の土地活用には土地利用計画を策定する
必要がある。
■建設費のコストは軽減できる可能性がある。

ア現庁舎用地を一
括売却した場合

イ現庁舎用地の土
地活用をした場合

Dプラン 約９，００２

■用地買収費が時価より軽減されるが、買収費と土地
賃借料の差額が財政フレームに影響を与える。
■現庁舎用地の土地活用には土地利用計画を策定する
必要がある。
■建設費のコストは軽減できる可能性がある。

東京都と交渉困難
(プランとして成立しない)

(1)現用地に建替える場合

(2)泉町（都有
地）に移転する場
合

①都有地を時価で
買収した場合

②都有地の価格交
渉ができた場合
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（６）新庁舎建設に伴うまちづくりの視点の調査 

① 候補地周辺の状況 

●現庁舎周辺地域 

○国分寺市都市マスタープラン（将来の都市構造） 

国分寺市都市マスタープランで示されている概要は、 

・恋ヶ窪駅周辺→“生活に根ざした商業で地域の利便性を高めるまちづくり”（土地利用方針図より） 

→“生活拠点”（将来の都市構造より）日常生活の利便性を高める拠点 

・農地の保全、適正な宅地化 

・一体感のあるまち 

・公共施設の機能向上によるコミュニティ、防災の中心化 

などです。 

・都市計画道路 3・2・8号線整備によるまちの構造の変化 

庁舎計画に関係無く現用地周辺は、都市計画道路 3・2・8号線の完成により、まちの構造が変化し

ていくことになり、恋ヶ窪駅周辺では、土地のポテンシャルの上がることから、新たな事業ニーズの

高まりが想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○周辺市街地の特徴 

周辺の市街地は戸建住宅地などが多く、住環境に対する充分な配慮が必要です。 

 

○まちづくりの視点 

・地域のまちづくりを進める 

現位置において庁舎計画を進める上では、以上の地域の将来構想・計画等を踏まえ、恋ヶ窪駅も

含めた地域においてまちづくり構想を立案し、用途地域や道路ネットワークなど現在の都市計画等

を見直し、これらの成果を踏まえた地区計画を検討するなどの取組みが必要となります。 

・庁舎移転の場合には地域発展のための跡地活用 

また、庁舎が移転する場合には、約１haの土地利用転換が行われることから上記取組みに庁舎跡

地の利用を地域のまちづくりのテーマに加え、地域発展のためにどのような跡地利用が望ましいか

を検討していく必要があります。 

・沿道まちづくりの反映 

都市計画道路 3・2・8号線の沿道まちづくり計画（策定中）の成果を取り入れた庁舎建設計画。

または跡地利用計画として検討することが必要です。 

［国分寺市都市マスタープラン／戸倉・東戸倉・富士本地域のまちづくり］ 

 

～緑とふれあい、農・住が共生するまち～ 
 

地域の特徴とまちづくりの主な課題 

・地域の土地利用の大半を低層戸建住宅と農地が占めています。 

・恋ヶ窪駅のまわりや市役所通り、府中街道には商業も立地しています。 

・現在も市街化が進む地域となっており、農地、樹林地の保全と生活道路網の整備が課題となっています。 

・府中所沢線（3・2・8 号線）の整備とともに、周辺の道路体系、地域の分断や環境への配慮、将来の土地利用のあ

りかたの検討などが課題となります。 

・東戸倉の窪東公園は、周辺の人々のふれあいの場として賑わっています。 

地域のまちづくりの方針 

・農地を活かして、安全で心豊かに暮らせるまちをつくります。 

・農地を保全するとともに、適正かつ計画的に宅地化を誘導します。 

・多様な機能を持つ主要幹線道路の整備とと

もに、一体感のあるまちをつくります。 

・学校や市役所などの公共施設の機能の向上、

連携を図り、コミュニティや防災の中心と

なる空間をつくります。 

参考）幅員 36mの断面構成イメージ 

多摩地区のある自治体のＨＰより 
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●泉町候補地周辺 

○国分寺市都市マスタープラン（将来の都市構造） 

国分寺市都市マスタープランで示されている概要は、 

・文化交流の拠点、歴史文化の拠点、ふれあいの拠点をつくり連携を図る 

・住環境との調和 

・自然資源、歴史文化資源の活用 

・コミュニティ、防災の中心 

などです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

泉町候補地は、国分寺市都市マスタープランで示す“こくぶんじトライアングルゾーン”のほぼ中

心に位置し、“…拠点や都市軸や周辺のまちづくり資源を最大限に活かして、市民みんなが誇る国分寺

らしい場所…”という位置づけの中にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○まちづくりの視点 

・周辺市街地への配慮 

泉町候補地は以上の位置づけを踏まえるとともに、周辺の市街地にとっては新たに大規模な建物

移転となるため、環境変化への影響にたいする懸念にも配慮した進め方が必要となります。 

・地区計画の変更内容の検討 

また、泉町候補地は地区計画がかけられ、地区整備計画において公益地区②に区分されています。

その中で建築等の用途の制限の項目において、庁舎は建築可能な建築物の中に含まれてません。そ

のため庁舎建設に当っては地区計画の変更が必要になります。さらに、公益地区②には庁舎以外の

利用が考えられる用地（都有地）があり、庁舎建設に合わせて消防署の移転も検討されていること

から、建設可能な建物の範囲をどこまで広げるのかは今後の検討課題となります。 

 

 

 

［国分寺市都市マスタープラン／泉町・西元町・東元町地域のまちづくり］ 

 

～歴史・文化・交流とふれあいのまち～ 
 

地域の特徴とまちづくりの主な課題 

・恋ヶ窪とともに縄文時代から人の住んでいた地域で、武蔵国分寺跡を中心に多くの歴史文化資源が残されています。 

・国分寺崖線、屋敷林、農地、野川、湧水、真姿の池、お鷹の道、清水川などの水と緑が豊かな地域でもあります。 

・西国分寺駅周辺は商業地であるとともに、まとまった中高層住宅地がつくられつつあります。 

・市民の交流の拠点となる泉町公園の整備も進められています。 

 

地域のまちづくりの方針 

・都市生活・文化交流の拠点・歴史文化の拠点・ふれあいの拠点をつくり、連携を図ります。 

・住環境との調和に配慮しつつ、水、緑、崖線などの自然資源とさまざまな歴史文化資源を活用したまちづくりを進

めます。 

・地域の魅力にふれられる、誰もが歩きやすいみちを整備します。 

・公園や学校などの公共施設を活かし、コミュニティや防災の中心となる空間を整備します。 
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② 市庁舎移転の場合の現庁舎敷地の跡地利用について 

 

● 跡地利用における具体案の抽出（試案） 

１）市で所有 公の施設 ・市内にある既存公益施設の建替用地。 

定期借地権 ・土地の処分はしなくとも借地料による収

入が見込める。 

２）売却 民間（マンションなど） ・収益が充分見込める。 

国・都・その他自治体 ・都市計画道路事業との連携（国３・２・

８号線整備に伴う代替地）。 

３）その他  ・検討時間はあることから、上記以外にも

方向策が見出せるのであれば柔軟に対

応したい。 

 

 

● 暫定利用などについて 

都市計画道路事業の完成を見据えた跡地利用を最終形と想定しつつ、都市計画道路の完成前や、将

来を見据えた時間軸での検討を行うことにより，一時、暫定利用なども行えます。 

例えば、以下のような暫定利用が考えられます。 
・ 耐震上問題の無い既存建物の公益施設利用、市民協働を前提とした会議スペース活用 

・ 小規模民間事業者支援を前提とした短期更新（例えば１年）の定期借家方式による場所の提供 

・ 公園利用 

 

また、多様なアイデアなどを市民から募集し、検討していくことも考えられます。 

 

● 事業上、考える条件など 

・コストの意識は重要ではあるが、まず必要な施設内容を検討する必要があります。 

・施設内容を考慮した、跡地所有の考え方についても検討する必要があります。 

・定期借地権などにより、財源負担を少しでも解消するための検討をする必要があります。 

・整備、及び管理運営については、民間活力などについても検討する必要があります。 

・市民との協働による検討も考慮する必要があります。 

 

※ 定期借地権については【資料編 53頁参照】 
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４．今後の対応と課題 

本調査は、当初「基本計画書」の策定を目指し検討を進めてきましたが、新庁舎建設計画延伸により「調

査報告書」としてまとめることになりました。 

したがってここで整理した「課題」は、将来の計画などに直接結びつくものではなく、そのときの状況

や条件に合わせた修正を行うことを前提とし、今後改めて検討を行う時に活かせるようにまとめたもので

す。 

ただし、新庁舎建設の検討が再開されるときには、検討開始時期において庁舎検討を進めるための条件

が必要となるため、現時点での課題（拠点、建設場所、コストなど）をまとめておくことにより、円滑に

検討が再開できる状態にしておく必要があります。 

 

（１）拠点について 

① 防災拠点 

・ 庁舎は、災害時において「災害対策本部」が設置されるなど、災害復旧時や防災上において重要な

建物ですが、現在、庁舎棟の耐震強度の不足から、仮設庁舎への移転を余儀なくされ、業務を行っ

ている状態にあります。そのような中で、耐震強度を確保しかつ円滑な行政運営の行うための新庁

舎建設は、現在の市の大きな課題と言えます。 

 

② 他施設との連携について 

・ 消防署との共同の配置、あるいは合築などの整理が課題です。（現用地、泉町候補地ともに。） 

・ また、公共公益施設などの新たな施設について将来検討の必要があります。 

 

 

（２）建設場所について 

・ 新庁舎の建設用地については、本調査において「現用地」、「泉町用地」の２候補地による比較検討

を行いましたが、最終決定までには至りませんでした。 

・ 建設場所が決まらなければ具体的な建物計画などが進めにくいことから、今後の検討再開には、ま

ず建設場所を決めていくことが望ましいと考えられます。決定にあたっては、住民意見の反映に充

分配慮し選定の方法についての再整理をしていく必要があります。 

 

① 仮に「現用地」に建設用地が決まった場合の課題 

・ 建設時の工事車両に対し、来庁者の安全性、利便性を確保することが大事です。 

 

② 仮に「現用地」から移転となる場合の課題 

・ 現用地周辺の住民に対し、理解を得る必要があります。 

・ 都市計画道路 3・2・8号線の整備や、それに伴う用途地域の見直しを踏まえ、現用地周辺のまちづ

くりについて検討する必要があります。また、跡地利用については、公共公益施設の配置の可能性

や、民間活力導入における定期借地方式などについて検討する必要があります。 

 

③ 仮に「泉町候補地」に建設用地が決まった場合の課題 

・ 東京都との用地売買による交渉（特に価格）をどのように進めていくかが課題です。 

（決まるまで、東京都側が土地を取り置きしてもらえるのかが課題です。） 

・ 計画遂行には地区計画の変更手続き（都市計画決定）が必要となります。 

 

（３）コストについて 

① コストダウンを踏まえた事業手法などついて 

・ 事業コストの圧縮化に務めます。適正な「仕様」と「価格」の把握が重要であり、適正価格を踏ま

え競争原理に基づく施工者・管理者などを選定する手法を選択し、質とコストダウンを図れるよう

検討の必要があります。 

・ 本調査では「ＰＦＩ方式」は適切でないとし、「デザイン・ビルド方式（ＤＢ方式）」、「デザイン・

ビルド・オペレーター（ＤＢＯ方式）」の手法を中心に検討を進めると整理しましたが、将来の社会

事情などの変化に伴い事業手法も定まっていないことから、検討再開時には再度事業手法の見直し

を行うことが望ましいと考えられます。 

 

② 計画床面積について 

・ コスト削減化を行うには、端的に計画床面積を減らせばよいわけですが、行政運営上は一定以上の

床面積が必要であるため、将来の職員数の見込や組織変更などを見据えた計画床面積の検討が今後

必要と考えられます。 

 

 

（４）その他 

① 市民サービスの具現化について 

・ 新庁舎建設に合わせて、市民サービスの見直し、充足に配慮し検討を進める必要があります。 

 

② 既存庁舎における課題などへの対応について 

・ 平成１８年度調査の課題では以下のような整理をしており、今後の計画においても配慮の必要があ

ります。 

○ 耐震性能の不足 

○ 庁舎分散による市民サービスの低下 

○ 市民共有スペースの狭隘 

○ 歩車分離の不足による安全性の欠如 

○ ユニバーサルデザインの欠如 

○ 狭隘な執務環境 

○ 設備・性能の老朽化 

 

③ 検討再開での留意する部分について 

・ 検討再開においては、延伸による空白期間を埋めるためにも、基本計画の前に基本調査の再確認、

再整理が必要と考えられます。 

・ 「基本コンセプト」や「ワークショップの記録」などの考え方を、基本計画を行う設計事務所へ円

滑に伝達し、それに対し設計事務所側から、より考えを深めた回答にもとづく計画案を導き出すこ

とが大事であり、コンペティション、プロポーザルなどによる設計事務所の決定方法について検討

する必要があります。 

 




